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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエステルで変性されたポリオレフィンを
、主剤としてのポリオレフィン１００重量部に対して２重量部以上３０重量部未満の割合
で配合して、ポリオレフィン系ホットメルト接着剤を調製することによる、ポリオレフィ
ン系ホットメルト接着剤の糸曳き低減方法であって、
　変性されたポリオレフィンにおける不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエス
テルの変性率が０．２～５０重量％である、方法。
【請求項２】
　間欠的吐出における糸曳きを低減する、請求項１記載の糸曳き低減方法。
【請求項３】
　不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエステルで変性されたポリオレフィンか
らなる、ポリオレフィン系ホットメルト接着剤の糸曳き低減剤であって、
　変性されたポリオレフィンにおける不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエス
テルの変性率が０．２～５０重量％である、糸曳き低減剤。
【請求項４】
　間欠的吐出における糸曳きを低減する、請求項３記載の糸曳き低減剤。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、ホットメルト接着剤に関する。詳しくは、包装、製本、木工、アッセンブリ
ーなどに用いられ、糸曳きが低減され、加熱安定性が良好なポリオレフィン系ホットメル
ト接着剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ホットメルト接着剤は、溶剤を必要とせず、瞬間接着を実現できるため、包装、製本、
木工、アッセンブリーなどに広く使用されている。しかし、ホットメルト接着剤は、使用
に際して糸曳きを生じやすく、周辺機器や製品を汚染したり、センサーなどの機器の誤作
動を招いたり、といった問題があった。
　そこで、上記問題を解決するための技術が種々検討、提案されている。
　例えば、熱安定性に優れたエチレン／α－オレフィン共重合体を包含する第１の成分に
対して、この共重合体の糸曳き性を有意に低減させるエチレン／（メタ）アクリル酸エス
テル共重合体を包含する第２の成分と、少なくとも１種の粘着付与樹脂を包含し、前記第
１の成分および第２の成分と相溶性の粘着付与樹脂と、を特定割合で配合した、ホットメ
ルト接着剤が知られている（特許文献１参照）。また、エチレン酢酸ビニル共重合体やエ
チレンアクリル酸エステル共重合体またはそれらの混合物に対し、側鎖にカルボキシル基
、酸無水物基および／または水酸基をもち、水素結合性の高いオレフィンポリマーを一定
の割合で少量混合したホットメルト接着剤組成物が知られている（特許文献２参照）。
【特許文献１】特開２００６－１８８５８０号公報
【特許文献２】特開２００３－１１９４４４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかし、前記特許文献１の技術のごとく、加熱安定性に優れたエチレン／α－オレフィ
ン共重合体を用い、このオレフィン系共重合体に対して、エチレン／（メタ）アクリル酸
エステル共重合体を特定割合で配合させたものや、前記特許文献２の技術のごとく、エチ
レン酢酸ビニル共重合体などに水素結合性の高いオレフィンポリマーを少量混合したもの
は、従来一般に用いられていたホットメルト接着剤よりも糸曳きが低減されるものの、更
なる改良の余地のあることが分かった。具体的に以下に説明する。
　前記特許文献１における実施例の記載をみると、糸曳きが完全にないか、または、実質
的にないホットメルト接着剤の例が挙げられているが、その糸曳き性試験の方法は、ホッ
トメルト接着剤をほぼ水平方向に吐出し、途中で落下する接着剤を受け皿で受け、その量
と形態を評価するというものである。この試験方法では、糸曳きが生じた場合に、接着剤
が、飛び散ったり、被着体の塗付部分に引っ付いたりするために、受け皿に入らなかった
分の量が測定できないため、実際より糸曳きが少なく測定される。すなわち、糸曳きがあ
っても、「糸曳き性なし」という評価結果となる場合がある。実際に、特許文献１に記載
されているホットメルト接着剤を、本発明の実施例において採用している糸曳き性試験の
方法で評価したところ、特許文献１において、糸曳き性が完全にない、とされている場合
であっても、糸曳きが発生していることが確認された。また、前記特許文献２における実
施例の記載を見ると、間欠的吐出時に発生した糸の重量を測定するという方法で糸曳き性
を評価しているが、何ら工夫を施していない従来品で生じる糸曳きの重量を１００％とし
た場合に、概ねその５０％以上の重量の糸曳きが低減されたものを合格品とするものであ
り、糸曳き現象の根本的解決には至っていない。
【０００４】
　また、ホットメルト接着剤は加熱溶融して使用されるものであるから、耐糸曳き性の向
上だけでなく、良好な加熱安定性も要求される。加熱安定性が低下すると、熱溶融の際に
、ゲル形成、皮張りや炭化物の発生などといった問題が生じる。前記ゲル、皮張り、炭化
物などは、アプリケータのノズル部分における詰まりの原因となり、ノズルからの吐出に
不具合が生じてしまうだけでなく、糸曳きが発生し易くなってしまう。また、このような
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ノズル部分における詰まりを防ぐために、ノズル径を大きくした場合にも、糸曳きが発生
し易い。
　そこで、本発明の解決しようとする課題は、顕著な糸曳き低減効果を発揮するとともに
、加熱安定性も良好なホットメルト接着剤を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者は、上記課題を解決するべく鋭意検討を行った。その過程において、前述した
ように糸曳き性に影響し得る加熱安定性が良好なホットメルト接着剤を得るために、前記
特許文献１と同様、加熱安定性に優れるポリオレフィンを主剤とすることを考えた。そし
て、前記主剤に、前記特許文献２に記載されている、側鎖にカルボキシル基、酸無水物基
および／または水酸基をもち、水素結合性の高いオレフィンポリマーのうち、特に、不飽
和ポリカルボン酸、その無水物を少量添加するか、あるいは、そのエステルを少量添加す
れば、耐糸曳き性が顕著に向上することが分かった。なお、この特許文献２では、エチレ
ン酢酸ビニル共重合体および／またはエチレンアクリル酸エステルを用いており、全モノ
マー中の酢酸ビニル含量やアクリル酸エステル含量が一定割合未満であると、カルボキシ
ル基や水酸基をもつオレフィンポリマーを添加しても糸曳きは改善され難い旨が記載され
ている。そのため、上述のように、本発明者が加熱安定性を向上させることを意図して、
全モノマー中に酢酸ビニルやアクリル酸エステルを含まないポリオレフィンを主剤とし、
この主剤に、ポリオレフィンが不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエステルで
変性されてなる糸曳き低減剤を特定の割合で少量配合した際に、加熱安定性のみならず、
耐糸曳き性も向上する傾向が見られたことは、意想外な結果であった。本発明は、このよ
うな知見に基づいて完成されたものである。
【０００６】
　すなわち、本発明にかかるポリオレフィン系ホットメルト接着剤は、主剤としてのポリ
オレフィンに対し、ポリオレフィンが不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエス
テルで変性されてなる糸曳き低減剤が、主剤１００重量部に対して２重量部以上３０重量
部未満の割合で配合されている、ことを特徴とする。
　以下、本明細書で、本発明にかかる「ポリオレフィン系ホットメルト接着剤」について
、単に「ホットメルト接着剤」と表記することがある。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、従来のホットメルト接着剤よりも顕著な糸曳き低減効果を発揮し、加
熱安定性も良好なポリオレフィン系ホットメルト接着剤を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　以下、本発明にかかるポリオレフィン系ホットメルト接着剤について詳しく説明するが
、本発明の範囲はこれらの説明に拘束されることなく、以下の例示以外についても、本発
明の趣旨を損なわない範囲で適宜変更実施し得る。
　本発明にかかるホットメルト接着剤は、主剤としてのポリオレフィンに対して、ポリオ
レフィンが不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエステルで変性されてなる糸曳
き低減剤を配合し、好ましくは、粘着付与樹脂および／またはワックスをも配合してなる
。
　前記主剤としてのポリオレフィンは、オレフィンをモノマー成分とするものであり、１
種のオレフィンからなる単独重合体であっても良いし、２種以上のオレフィンからなる共
重合体であっても良い。前記主剤としては、特に限定されないが、具体的には、例えば、
エチレン、プロピレン、ブテンなどの単独重合体、共重合体や、さらに前記単独重合体、
共重合体に対して、Ｃ３～Ｃ２０α－オレフィン（例えば、プロピレン、イソブチレン、
１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、１－オクテンな
ど）をグラフト重合させたものも挙げられる。この場合においては、前記Ｃ３～Ｃ２０α
－オレフィンがポリオレフィン中に２０～４０重量％の割合で含まれるものが好ましい。
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【０００９】
　前記主剤のうち、エチレン／α－オレフィン共重合体として、特に、シングルサイト触
媒の存在下で重合されてなるものを用いることが好ましい。シングルサイト触媒存在下で
の重合によれば、分子量分布・共重合分布が狭く、均一な構造のポリオレフィンが得られ
、長鎖分枝の導入も可能となる。具体的には、エチレンからなるポリマーに、コモノマー
であるα－オレフィンが非常に均一に取り込まれた構造となっている。そのため、ベタツ
キや悪臭が無く、優れた強靭性、透明性を有し、低温特性および柔軟性に優れたものとな
る。前記シングルサイト触媒として、例えば、メタロセン触媒、ポストメタロセン触媒な
どが好ましく挙げられる。
【００１０】
　前記主剤は、１９０℃、２．１６ｋｇｆでのメルトフローレート（以下、本明細書中に
おいて、単に「ＭＦＲ」とある場合、特に断りの無い限り、前記条件下でのメルトフロー
レートを意味するものとする）が２５００ｇ／１０ｍｉｎ以下であることが好ましい。２
５００ｇ／１０ｍｉｎを超えると、ホットメルト接着剤の凝集力が低下するおそれがある
。
　ポリオレフィンが不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエステルで変性されて
なる糸曳き低減剤は、ホットメルト接着剤の糸曳き性を有意に低減させる極性を有するも
のである。
【００１１】
　ポリオレフィンの変性に用いられる、前記不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそ
のエステルとしては、特に限定されないが、例えば、ジカルボン酸として、マレイン酸、
フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸などが挙げられ、トリカルボン酸として、トリメリ
ット酸などが挙げられる。
　不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエステルで変性されてなる前記糸曳き低
減剤は、エチレン、プロピレン、ブチレンなどのオレフィンをモノマー成分とするポリオ
レフィンが、少なくとも上述の不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエステルで
変性されていれば良く、さらに、他のモノマー成分によって変性されていても良い。前記
他のモノマー成分としては、特に限定されないが、例えば、アクリル酸エステル、メチル
アクリル酸エステル、エチルアクリル酸エステル、酢酸ビニル、塩化ビニルなどが挙げら
れる。これらの他のモノマー成分も含有させることで、各種材料の相溶性を調整すること
ができる。
【００１２】
　前記糸曳き低減剤は、不飽和ポリカルボン酸、その無水物またはそのエステルの変性率
が０．２～５０重量％であることが好ましい。より好ましくは、０．３～１０重量％であ
る。変性率が０．２重量％未満では、耐糸曳き性が低下するおそれがあり、５０重量％を
超えると、無変性ポリオレフィンに対する相溶性が悪くなって、加熱安定性が低下するお
それがある。前記他のポリマー成分によっても変性する場合、その変性率は、相溶性など
を考慮して適宜決定すれば良く、特に限定するわけではないが、例えば、０～５０重量％
とすることができる。
　また、前記糸曳き低減剤のＭＦＲは、５００／１０ｍｉｎ以下であることが好ましく、
１５０／１０ｍｉｎ以下であることがより好ましい。５００／１０ｍｉｎを超えると、耐
糸曳き性効果が十分に得られないおそれがある。
【００１３】
　前記変性の手段としては、具体的には、例えば、不飽和ポリカルボン酸、その無水物ま
たはそのエステルを、重合前のオレフィンその他のモノマー成分に添加して共重合させた
り、重合後のポリオレフィンに添加してグラフト重合させたり、などといった手段が挙げ
られる。
　前記糸曳き低減剤は、前記主剤１００重量部に対し、２重量部以上３０重量部未満の割
合で配合される。好ましくは、２重量部以上１０重量部未満である。さらに好ましくは、
２．５重量部以上１０重量部未満である。２重量部未満では耐糸曳き性効果が不十分とな
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り、３０重量部以上であると加熱安定性が低下する。ホットメルト接着剤全量に対する糸
曳き低減剤の配合割合としては、５重量％未満であることが好ましい。ホットメルト接着
剤全量に対する糸曳き低減剤の配合割合が多くなるほど、加熱安定性が低下するおそれが
ある。
【００１４】
　本発明に使用できる粘着付与樹脂としては、特に限定されないが、例えば、脂肪族系炭
化水素樹脂、脂環族系炭化水素樹脂、芳香族系炭化水素樹脂、スチレン系樹脂、ポリテル
ペン系樹脂、ロジン系樹脂などや、これらの変生物が挙げられ、これらを１種または２種
以上組み合わせて使用することができる。これら粘着付与樹脂を使用することで、ホット
メルト接着剤中への前記主剤および糸曳き低減剤の溶解を促進し、その結果、ホットメル
ト接着剤の相分離を抑制することができる。
　前記脂肪族系炭化水素樹脂としては、特に限定されず、例えば、１－ブテン、イソブチ
レン、ブタジエン、ペンテン、イソプレン、ピペリジン、１，３－ペンタジエンなどのＣ
４～Ｃ５のモノまたはジオレフィンを主成分とする重合体などが挙げられる。
【００１５】
　前記脂環族系炭化水素樹脂としては、特に限定されず、例えば、Ｃ４～Ｃ５留分中の非
環式ジエン成分を環化２量体化させ、この２量体モノマーを重合させた樹脂や、シクロペ
ンタジエンなどの環化モノマーを重合させた樹脂、芳香族炭化水素樹脂を核内水添させた
樹脂などが挙げられる。
　前記芳香族系炭化水素樹脂としては、特に限定されず、例えば、ビニルトルエン、イン
デン、α－メチルスチレン、シクロペンタジエンなどのＣ９～Ｃ１０のビニル芳香族炭化
水素を主成分とした樹脂などが挙げられる。
　前記スチレン系樹脂としては、特に限定されず、例えば、スチレン、ビニルトルエン、
α－メチルスチレン、イソプロペニルトルエンなどの重合体が挙げられる。
【００１６】
　前記ポリテルペン系樹脂としては、特に限定されず、例えば、α－ピネン重合体、β－
ピネン重合体、ジペンテン重合体、テルペン－フェノール重合体、α－ピネン－フェノー
ル重合体などが挙げられる。
　前記ロジン系樹脂としては、特に限定されず、例えば、ガムロジン、ウッドロジン、ト
ール油などのロジンが挙げられる。
　上記に例示した樹脂の変性物としては、特に限定しないが、例えば、水素添加、不均化
、２量化、エステル化、などの変性手段を施したものが挙げられる。より具体的には、例
えば、エステル化変性を施したロジンエステルであれば、エチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、グリセリン、ペンタエリスリトールなどが挙げられる。
【００１７】
　加熱安定性を重視する場合には、上記に例示した粘着付与樹脂の中でも、特に、脂肪族
系炭化水素樹脂、脂環族系炭化水素樹脂や、これらの水素添加物、芳香族系炭化水素樹脂
やスチレン系樹脂の変性物が好ましい。
　前記粘着付与樹脂は、前記主剤１００重量部対し、３００重量部以下の割合で配合され
ることが好ましい。より好ましくは、２００重量部以下である。３００重量部を超えると
ホットメルト接着剤が脆くなってしまうおそれがある。
　本発明に使用できるワックスとしては、特に限定されないが、例えば、合成ワックス、
石油ワックス、天然ワックスなどが挙げられる。これらワックスを使用することで、ホッ
トメルト接着剤の粘度を低下させ、結晶化を調整することができる。
【００１８】
　前記合成ワックスとしては、特に限定されず、例えば、フィッシャー・トロプシュワッ
クス、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックス、アタクチックポリプロピレンワ
ックス、エチレン－酢酸ビニル共重合体などが挙げられる。
　前記石油ワックスとしては、特に限定されず、例えば、パラフィンワックス、マイクロ
クリスタリンワックスなどが挙げられる。
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　前記天然ワックスとしては、特に限定されず、例えば、木蝋、カルバナ蝋、蜜蝋などが
挙げられる。
　前記ワックスは、前記主剤１００重量部に対し、３００重量部以下の割合で配合される
ことが好ましい。より好ましくは、２００重量部以下である。３００重量部を超えるとホ
ットメルト接着剤の凝集性が低下し、該接着剤が脆くなってしまうおそれがある。
【００１９】
　本発明にかかるホットメルト接着剤には、本発明の効果を害しない範囲で、他の添加物
を用いても良い。そのような添加物としては、特に限定するわけではないが、例えば、無
機充填剤、有機充填剤、軟化剤、可塑剤、オイル、カップリング剤、安定剤、酸化防止剤
、紫外線吸収剤、着色剤などを挙げることができ、これらを１種または２種以上組み合わ
せて用いることができる。
　本発明にかかるホットメルト接着剤は、例えば、１軸または２軸スクリュー押し出し機
、ミキサー、ニ－ダー、バンバリーミキサーなどの加熱、撹拌、混練機能などを備えた装
置を使用し、従来行われる操作により得ることができる。この場合、必須成分としての主
剤、糸曳き低減剤、任意成分としての粘着付与樹脂、ワックス、その他の添加剤を混練す
るに際しては、各成分や装置の種類によって多少異なるが、通常、１２０～１８０℃で３
０～１２０分間、好ましくは、１３０～１６０℃で４０～９０分間行う。
【００２０】
　本発明にかかるホットメルト接着剤の塗付方法としては、従来公知の方法を採用すれば
良いが、具体的には、例えば、溶融タンクから各種ポンプで圧送し、ノズルで間欠的に点
またはビード状に接着面に塗付すれば良い。このときの塗付温度については、特に限定す
るわけではないが、通常１００～１９０℃、好ましくは１２０～１８０℃、さらに好まし
くは１６０～１８０℃で行う。
　本発明にかかるホットメルト接着剤は、例えば、紙、木材、プラスチックなどの基材に
適用することができる。特に、包装用、製本用、木工用、アッセンブリー用に好ましく使
用できる。
【実施例】
【００２１】
　以下に、実施例および比較例によって本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれ
らに限定されるものではない。以下では、便宜上、「重量部」を単に「部」と、「重量％
」を単に「％」と記すことがある。
　実施例および比較例における、測定方法および評価方法を以下に示す。
　＜ホットメルト接着剤の評価方法＞
　（耐糸曳き性）
　ホットメルト接着剤を、受け皿に向かって垂直に吐出落下させ、そのときの糸曳きの状
態および糸の長さを観察し、ノズル先から下方へと伸びた糸の長さ（ｍｍ）をビデオ撮影
にて測定して、これを耐糸引き性の評価基準とした。この評価試験は、風の影響を避ける
ために防風ケースの中で行い、吐出は、ノズル径２０／１０００インチのエアー式ノズル
塗付機（サンツール社製）を用いて１０分間行った。また、このときの吐出条件は、タン
ク、ホースおよびノズルの温度が１８０℃、吐出圧力が３．５ｋｇｆ／ｃｍ２、塗付時間
０．１秒、塗付間隔０．５秒であった。
【００２２】
　（加熱安定性）
　ホットメルト接着剤を２５０ｍｌ容のサンプル瓶に１５０ｇ取り、加熱して１８０℃を
９６時間維持した。このときの状態の変化を観察して、下記基準に従って、ホットメルト
接着剤の加熱安定性を評価した。
　○：状態の変化なし
　×：皮張り、ゲル化物、炭化物などの発生あり
　＜実施例１～３、比較例１～６＞
　表１に示す配合割合で、各種材料を混練し、各ホットメルト接着剤を得た。
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　なお、表１中、「Ａｆｆｉｎｉｔｙ　ＧＡ－１９５０」はダウ・ケミカル社製のエチレ
ン／１－オクテン共重合体（ＭＦＲ：５００ｇ／１０分）であり、メタロセン触媒の存在
下で重合されたものである。また、「ＥＶＡＦＲＥＸ　ＥＶ－２１０」は三井・デュポン
ケミカル社製のエチレン／酢酸ビニル共重合体（酢酸ビニル変性率２８％、ＭＦＲ４００
ｇ／１０分）、「ＢＯＮＤＩＮＥ　ＡＸ８３９０」はアルケマ社製のエチレン／アクリル
酸エステル／無水マレイン酸（アクリル酸エステル変性率３０．８％、無水マレイン酸変
性率０．９～１．５％、ＭＦＲ７ｇ／１０分）、「ＯＲＥＶＡＣ　Ｔ９３０５」はアルケ
マ社製のエチレン／酢酸ビニル／無水マレイン酸共重合体（酢酸ビニル変性率２８％、無
水マレイン酸変性率０．５～１．０％、ＭＦＲ１５０ｇ／１０分）、「ＯＲＥＶＡＣ　１
８７２９」はアルケマ社製のプロピレン／無水マレイン酸共重合体（無水マレイン酸変性
率０．３～１．０％、２３０℃、２．１６ｋｇｆでのＭＦＲ２ｇ／１０分）、「ＥＥＡ　
Ａ－７１３」は三井・デュポンケミカル社製のエチレン／アクリル酸エチル共重合体（ア
クリル酸エチル変性率２５％、ＭＦＲ２０ｇ／１０分）、「ＩＭＡＲＶ　Ｐ１２５」は出
光興産社製の完全水素化されたＣ５芳香族系石油樹脂（軟化点：１２５℃）、「ＩＭＡＲ
Ｖ　Ｓ１００」は出光興産社製の部分水素化されたＣ５芳香族系石油樹脂（軟化点：１０
０℃）、「ハイレジンＲＳ２１」は東邦化学社製の芳香族系石油樹脂（軟化点：１２０℃
）、「ＰＡＲＡＦＦＩＮ１５５」は日本精鑞社製のパラフィンワックス（融点１５６℃、
油分０．２％）、「ＩＲＧＡＮＯＸ１０１０」はチバスペシャルティケミカルズ社製のホ
スフィト系酸化防止剤である。
【００２４】
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【表１】
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　＜評価＞
　（１）本発明にかかる実施例１～３のいずれのホットメルト接着剤についてみても、耐
糸曳き性が極めて優れており、加熱安定性にも優れていることが分かる。特に、実施例３
から、ホットメルト接着剤の顕著な耐糸曳き性が、糸曳き低減剤中の不飽和ポリカルボン
酸、その無水物またはそのエステルによって付与されることが実証されている。実施例１
，２にかかるホットメルト接着剤は、他のモノマー成分も含む糸曳き低減剤を用いている
ため、他の材料との相溶性に優れ、実施例３にかかるホットメルト接着剤よりも透明性に
優れるものであった。
【００２６】
　（２）比較例１は糸曳き性を低減させるための物質を何ら添加していないため、糸曳き
が生じてしまっていることが分かる。
　（３）比較例２，３は、糸曳き低減剤の配合量が少なすぎて、糸曳きが殆ど改善されて
いないことが分かる。
　（４）比較例４，５は、比較例２，３とは対照的に、糸曳き低減剤の配合量が多すぎて
、加熱安定性の低下を招いている。さらに、糸曳き低減剤は糸曳き性を有意に低減させる
ものであるが、その配合量が多くなり過ぎると、却って耐糸曳き性が低下してしまうこと
が分かる。
【００２７】
　（５）比較例６，７は、糸曳き低減剤を用いているが、変性に用いたモノマー成分が酢
酸ビニルのみであり、不飽和ポリカルボン酸、その無水物、そのエステルのいずれも用い
ていないため、実施例１～３ほどの顕著な耐糸曳き性は認められなかった。
　（６）比較例８は、本発明にかかるポリオレフィン系ホットメルト接着剤と異なり、エ
チレン／酢酸ビニル共重合体を主剤としたものであるが、糸曳き性を低減するための物質
を何ら添加していないため、糸曳きが生じてしまっていることが分かる。
　（７）比較例９，１０は、比較例８の配合に、さらに糸曳き低減剤を加えて、糸曳き性
の低減を図ったものであるが、エチレン／酢酸ビニル共重合体を主剤としているために、
実施例１～３ほどの顕著な耐糸曳き性は認められなかった。この比較例１０と実施例１と
の比較から、主剤としてポリオレフィンを用いるか否かという点が、耐糸曳き性に大いに
影響することが分かる。
【産業上の利用可能性】
【００２８】
　本発明にかかるポリオレフィン系ホットメルト接着剤は、一般的にポリオレフィン系ホ
ットメルト接着剤が使用されるあらゆる分野で利用可能であるが、特に、包装用、製本用
、木工用、アッセンブリー用のホットメルト接着剤として好適に利用できる。



(10) JP 5241116 B2 2013.7.17

10

フロントページの続き

(56)参考文献  国際公開第２００５／１００５０１（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２０００－３０２９２２（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００６／１３１４１７（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２００３－１８１９６２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－３０５８６６（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００７／０１３１８５（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開平０２－０７７４７９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－０６５５５４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－０６５５５５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－３０３３８７（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０９Ｊ　１／００～２０１／１０


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

